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住宅リフォーム工事保証に関する実態調査結果について 

 

 

Ⅰ．調査概要 

１．調査方法 

   調査票（アンケート票）を郵送配布し、郵送で回収する。 

２.調査時期 

   平成１４年２月５日発送 ２月１５日締め切り 

３.調査対象 

建設業界団体等の会員企業及び業界名簿より無作為に対象企業を抽出する。 

・ 発送数 ： ６,３２３通  

・ 回収数 ：   ８８４通  

・ 回収率 ：   １４.０％ 

４.集計 

   データの集計は原則として、無回答を除外して行っている。 

 

 

Ⅱ．調査結果のポイント 

１．年間総売上に占める住宅リフォーム工事の割合（リフォーム売上比率） 

（図２－１，図２－２参照） 

  資本金が少ない企業ほどリフォーム売上比率は高く、資本金１０００万円未満

の企業では約４割の企業がリフォームの売上比率５０％以上である。 

 

２．現在の保証基準(アフターサービス基準)や瑕疵担保責任期間等の設定状況 

（図３－１，３－２参照） 

リフォーム工事において、保証基準や瑕疵担保責任期間等を設定している企業

は４割弱にすぎず、資本金１０００万円未満の企業では３割弱である。 

 

３．第三者機関による保険・保証へのニーズ 

（図４－１，４－２参照） 

第三者機関に住宅リフォーム工事に関する保証をバックアップしてほしい部分

は、「基礎、柱、壁など構造上重要な部分」と「雨漏りに関する保証」がそれぞれ

７割弱と多くなっている。また、保証期間として 10 年必要としているのが、それ

ぞれ４９．１％と４２．５％と最も多い。 

 

４．利用料金別の第三者機関による住宅リフォーム工事保証制度の利用意向 

（図４－３参照） 

住宅リフォーム工事において、第三者機関が検査をした上で構造上重要な部分

（基礎・柱、壁など）や雨漏りについて５～１０年間保証する制度を創設した場

合、料金が安いほど利用したいとする割合は増えており、６万円未満の利用料金

では約９割の企業が制度を利用したいとしている。  

＜別添２＞



１．調査企業のプロフィール

（１）　業種

（２）　従業員数

住宅リフォーム工事保証に関する実態調査結果について
－　結果の概要　－

図1-1
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大工・工務店（新築受注中心）（N=137)

大工・工務店（ﾘﾌｫｰﾑ中心）（N=40)
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マンション・建物管理業(N=13)

不動産業(N=18)

その他(N=101)

（単位：％）

４人以下 ５～９人 １０～１９人 ２０～２９人

３０～４９人 ５０～９９人 １００～４９９人 ５００人以上

平均値(人)　最小値 最大値

  385.4     1    67,130

374.7     2    13,000

1,057.3     3    19,000

10.3     1       140

6.9     1        48

230.4     2    10,400

192.9     1     9,154

593.7     8     5,000

166.3     2     1,180

1,052.1     1    67,130

図1-2 従業員数　業種別

　全体では１０～１９人の企業が最も多く２３.２％（２０１社）で、次に５～９人の企業
が２２.０％（１９１社）、４人以下の小規模企業が１１.５％（１００社）となっており、
１９人以下の企業が5割以上を占めている。
　
　業種別でみると、大工・工務店は「新築受注中心」、「リフォーム中心」のいずれも９
人以下で７～８割を占めている。

その他11.8
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大工・工務店
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各種専門工事業
14.5

ﾏﾝｼｮﾝ・建物管理
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不動産業　2.1

N=861
単位：％

　全８６１社のうち、総合建設業が３６.１％（３１１社）と最も多く、次いで大工・工務
店（新築受注中心）の１５.９％（１３７社）、各種専門業が１４.５％（１２５社）と
なっている。大工・工務店は「新築受注中心」「リフォーム中心」をあわせると２０.５％
（１７７社）となっている。

2



（３）　資本金

　全８６２社のうち１０００万円～５０００万円が最も多く5割以上を占めている。
　
　業種別にみると大工・工務店は少ない資本金で経営している企業が多く、１０００万円
未満が５割程度を占める。
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２００万円未満 ２００～５００万円未満 ５００～１０００万円未満

１０００～５０００万円未満 ５０００万円～1億円未満 1億円～3億円未満

３億円～５億円未満 ５億円以上

図1-3資本金
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２．住宅リフォーム工事の内容

（１）　年間総売上に占める住宅リフォーム工事の割合（リフォーム売上比率）

　全体ではリフォーム売上比率が１０％未満の企業が最も多く４１.０％あり、次いで１０
～３０％未満の２０.２％となっており、３０％未満の企業で６割を占めている。

　資本金別にみると、資本金が少ないほどリフォーム売上比率は多くなっており、１００
０万円未満の企業では約４割の企業がリフォームの売上比率５０％以上となっている。
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図2-1　リフォーム売上比率　業種別
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図2-2　リフォーム売上比率　資本金別 平均値
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３．住宅リフォーム工事に係わる瑕疵担保責任、アフターサービス（リフォーム保証）の現状

（１）　保証基準（アフターサービス基準）や瑕疵担保責任期間等の設定状況
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保証基準（アフターサービス） 瑕疵担保責任期間、内容を設定

特に設定していない その他

1

図3-1
保証基準や瑕疵担保責任期間等の設定
業種別

　回答７８５社の中では「特に設定なし」が５８.６％と半分を超えている。

　資本金が少ないほど「保証基準を設定」又は「瑕疵担保責任期間や内容の設定」をし
ている企業は資本金が少ないほど少なくなっている。
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（３）　現在の保証期間、瑕疵担保責任期間

　　　　　　（保証基準（アフターサービス基準）や瑕疵担保責任期間等の設定をしている場合）

（２）　現在の保証基準や瑕疵担保責任期間等の示し方
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請負契約書、約款に明示している 保証書などに明示し交付している

文書明示していないが口頭で説明 その他

図3-3　保証基準又は瑕疵担保責任期間等の示し方
　　　 業種別

　「保証書等に明示」が５２.９％と最も多く、「請負契約書、約款に明示」２６．４％
と合わせると、約８割が書面で明示している。

　資本金が少ない企業ほど「口頭で説明」の割合が高くなっている。
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請負契約書、約款に明示している 保証書などに明示し交付している

文書明示していないが口頭で説明 その他

図3-4　保証基準又は瑕疵担保責任期間等の示し方
　　　 資本金別
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（４）　住宅リフォーム工事に対する施主からのクレーム対策

　現在の保証期間等のでは、平均はで「基礎、柱・梁・壁など構造上重要な部分」５.
７年、「雨漏り（屋根）」５.６年、「雨漏り（外壁）」４.７年となっている。

　「仕上げ材料」「ガス、電気、給排水などの設備」は２年以下となっている。

　現在の保証期間等を９～１０年と設定しているのはが、「構造上重要な部分」３７.
７％、「雨漏り（屋根）」３７．２％、「雨漏り（外壁）」２５．２％となってい
る。
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図3-5　保証期間又は瑕疵担保責任期間の平均期間
　　　　　部位別
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図3-6　保証期間又は瑕疵担保責任期間
　　　 部位別
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４．第三者機関による住宅リフォーム工事保証について

（１）　第三者機関に保険・保証でバックアップしてほしい部分

（２）　第三者機関によるバックアップが必要な期間

　９割以上の企業が何らかのクレーム対策を行っており（「特に行っていない」７．
３％）、具体的な対応としては「途中段階・竣工時の自主的チェック」「施主との打合せ
内容を記録・保管」が多く実施されている。
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- 10 20 30 40 50 60 70 80
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施主との打ち合わせ内容を記録・保管

アフターサービスを詳しく説明

引き渡し時に施主立ち会いで詳しく説明

途中段階・施工時の状況記録・保管

自主の瑕疵担保責任を詳しく説明

特に行っていない

その他

N=796

（単位：％）
図3-7　クレーム対策
　　　 　住宅リフォーム工事全般（複数回答）
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26.8

3.8
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基礎、柱、壁など構造上重要な部分

雨漏りに関する部分

ガス、電気、給排水等の設備

仕上げ材料に関する部分

その他
N=765

（単位：％）

図4-1
第三者機関に保険・保証でバックアップしてほしい部分（複数回答）

　第三者機関によるバックアップが必要な期間としては、「構造上重要な部分」及び
「雨漏り」は 「１０年必要」がそれぞれ４９ １％ ４２ ５％と最も多くなってい

 　第三者機関に保険・保証でバックアップしてほしい部分としては、「基礎・柱・壁な
ど構造上重要な部分」「雨漏りに関する部分」がそれぞれ７割弱を占めている。
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（３）利用料金別の第三者機関による住宅リフォーム工事保証制度の利用意向

第 者機関に る ッ ッ 必要な期間 は、 構造 重要な部分」及
「雨漏り」は、「１０年必要」がそれぞれ４９．１％、４２．５％と最も多くなってい
る。
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雨漏り（N＝713）　

構造上重要な部分（N＝686）　

1年 2年 5年 10年 10年以上 その他

図4-2 第三者機関によるバックアップが必要な期間
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51.7

6.9

15.4
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3.6
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18.0
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6～8万円未満(N=357)

8～10万円未満(N=354)

10万円以上(N=344)

（単位：％）

全てに利用したい 施主の要望に応じて利用したい

あまり関心はない わからない

図4-3
住宅リフォーム工事保証制度の料金別の利用意向

　第三者機関が検査をした上で構造上重要な部分や雨漏りについて５～１０年間の長期
の保証をする「住宅リフォーム工事保証制度」を設けた場合、利用する料金をきいた。

　利用料金が安いほど「全てに利用したい」と「施主の要望に応じて利用したい」の割
合は増えており、６万円未満の利用料金では約9割が利用したいとしている。
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